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第4号　2013年6月18日　市民共同発電をひろげる城陽の会


　　市民共同発電をひろげる城陽の会、ＮＰＯ法人格取得へ大きな一歩

　　　　6月8日の設立総会成功　代表に土居靖範氏就任

6月10日、府に申請　9月には法人登記、本格始動へ
　市民共同発電の会・会員のみなさん、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）市民共同発電をひろげる城陽の会の設立総会が８日（土）に行なわれ、ＮＰＯ法に言う社員（正会員）２０名の参加で開催されました。総会では設立に必要な定款・事業計画・役員体制など９つの議案すべてが全員又は圧倒的多数の賛成で可決成立しました。設立当初の役員（７号議案関係）では理事6人、監事2名が選出され、理事の互選により土居靖範氏が法人理事長に決まりました。

 議案書は当日ご参加されなかった会員の皆さんにもお届けしますので、ぜひお読み下さい。

ニュースでは概要をお知らせするとともに、総会以後の取組みについてお知らせします。

☆　設立の趣旨と定款・事業計画について

　一昨年3月11日に東日本を襲った大地震と大津波は福島第一原発の未曾有の大事故を招き、これまでのエネルギー政策を根本的な転換を迫るものとなりました。全国でそして城陽で脱原発・再生可能エネルギーによる安全･安心の社会への運動は大きなうねりとなっています。城陽では「原発ゼロをめざす城陽の会」が活動を開始し、その運動の中から昨年9月「市民共同発電をひろげる城陽の会」も生れました。

・設立趣旨に掲げている通り、公的施設の管理者に再生可能（自然）エネルギーによる発電事業を要請し、その実現を図ります。個人宅にも広がるよう、行政支援の拡充を要請し、その実現を図ります。また、市民に屋根の提供や資金拠出できる協力者を募ります。

・定款でも「市民自身が主体的に城陽のまちづくりの一翼を担う活動に取り組むことに寄与」することが目的であり、環境保全やまちづくり・社会教育の推進をはかる法人であると規定しています。事業としては再生可能エネルギーによる発電設備の設置や管理、環境問題の啓発などを行います。
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・法人の会員は正会員と賛助会員の2種とし、特定非営利活動法上の社員は正会員のみとします。正会員と賛助会員の会費は入会金500円とし、区別は法人の総会（定例・臨時）に参加するものを正会員、それ以外の者を賛助会員とします。通常総会は毎年1回の開催とし、臨時総会は必要の都度、開催します。

・設立総会時の法人財産は現金75241円です。これは任意団体である市民共同発電をひろげる城陽の会の資金を引き継いだものです。

・事業計画では今年度（6月から来年3月まで）については太陽光パネルの設置を公的施設に1ヶ所、個人宅に2ヶ

洛南タイムス6月14日付　　　　　　　　所設置を目指しています。次年度も（2014年4月から15年3月）同様に公的施設1ヶ所、個人宅2ヶ所の設置目標です。

　　　　　　

役員体制

法人は定款により理事を3人以上6人以下、監事を1人以上2人以下と定めました。また理事のうち、1人を理事長、1人を副理事長とするとしています。8日の総会で理事6人、監事2人が全員の賛成で選出されました。選出された役員は次の方々です。

理事　土居　靖範（理事長）

理事　開沼　淳一（副理事長）

理事　加藤　節子

理事　草深　千代子

理事　古家野　辰也（事務局長）

理事　杉浦　喜代一

監事　澤江　雅志

監事　濱田　あつ子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊設立当初の役員の任期は2015（ｈ27）年5月31日まで

　土居理事長からは就任にあたり「法人格を持つ団体となり、社会的な責任の重さを感じている。脱クルマ社会をめざして市民がつくる公共交通が大切だと調査や研究をしてきた。分野は異なるが市民が自ら考え行動することが大切だ。よい機会を与えてもらったと感謝している。個人の屋根や京都生協などにも働きかけをしていきたい。みなさんの力で着実に発展させよう」と挨拶され、参加者全員がこれからの活動に奮闘する意味をこめて大きな拍手をおくりました。（土居代表は現在立命館大学教授・経営学博士で交通政策論が専門です。）

おひさま発電ゼロ円システム２０１３

　認証後の事業として計画している「おひさま発電ゼロ円システム２０１３」は設置者の初期費用ゼロ円でソーラーパネルを設置する仕組みです。これは長野県飯田市で行われているシステムを参考に、パネルの設置費用は月々の定額支払とし、９年で終了。１０年目からはすべての売電収入が家計に貢献するというもの。詳しくは別紙「おひさま発電ゼロ円システム２０１３」の説明書と申込書をお読み下さい。
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                             ☆6月10日にNPO法人認証申請書類を京都府（山城広域振興局・宇

                               治）に提出しました。

                                京都府では2ヶ月間の縦覧期間を経てＮＰＯ法人の認証が行われ
　　　　　　　　　　　　　　　「認証書」が公布されます。その後、法務局で登記することにより
　　　　　　　　　　　　　　　初めてNPO法人としての本格的な活動が出来ることになります。
　　　　　　　　　　　　　　　　遅くとも9月には「認証書」が交付される見込みとのことです。
　　　　　　　　　　　　　　　法人登記が完了すれば正式なNPO法人スタートですが、登記までは対

　　　　　　　　　　　　　　　外的な正式文書に「NPO法人」を団体名の頭に付けることはできませ6月8日の設立総会　　　　　　んが、これまでの活動や準備行為は出来ますので、会員の皆様には加入には加入の呼びかけやソーラーパネル設置希望者（屋根主）の募集など、積極的な活動へのご協力を是非ともお願いします。

	市民共同発電をひろげる城陽の会

　　　　　　　　　　〒610-0121城陽市寺田今堀52-106　　TEL/FAX 0774-55-4190　
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